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行政評価制度プロジェクト会議検討状況 

Ⅰ．経過報告 

 １．会議開催回数 ８回 （６月９日の第１回開催から８月４日まで） 

 ２．メンバー ２６人（本庁各課の総括課長補佐クラス）事務局（５人）  

Ⅱ．協議内容 

  本町にあった行政評価制度の構築について、次の点に留意しながら検討を進めている。 

   ①行政評価を行う目的 

    基本目標：町民本位の効率的な行政システムづくり（行革大綱の基本理念） 

 個別目的：成果志向による行政運営（目標管理型の行政） 

         住民に対する説明責任（信頼性と満足度の向上） 

         職員の意識改革・能力開発（人材の育成） 

②行政評価の活用範囲 

    総合計画の検証・予算査定・人事定員管理・事務事業の見直し資料としての活用を図る。 

③評価する範囲（対象） 

 評価する範囲としては、「政策」・「施策」・「基本事業」・「事務事業」の４項目があるが

「基本事業」・「事務事業」までを行うことで決定。そのため、各事務事業を本町の長期

総合計画にそれぞれ位置づけをし体系化を終えている。 

④評価する時期について 

 基本的には、事前（新規事業）、途中（継続事業）、事後（完成事業）の３つの時点で評

価を行うことで意見集約している。 

⑤住民等への公表について 

 住民等への公表は町のホームページで行うとともに、本庁・支所へ評価結果を備え付け

て閲覧できるようにする。また住民の意見を集約するための意見箱を設置し、ホームペ

ージにおいても同様とする。 

⑥実施時期及び実施方法について 

 平成１８年度は事務事業評価について一部試行することとし、平成２０年度を目処に完

全実施を図る予定である。また、基本事業評価については、平成１９年度から一部試行

をし、平成２１年度を目処に完全実施を図る予定である。具体的な様式、実施要綱及び

要領については現在検討中である。 

⑥行財政革推進本部への報告 

 報告書を作成し、９月上旬には本部へ報告する予定。 


